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市第28号議案 

横浜国際港都建設事業旧上瀬谷通信施設地区土地区画整 

理事業施行条例の制定 

 横浜国際港都建設事業旧上瀬谷通信施設地区土地区画整理事業施

行条例を次のように定める。 

   令和４年９月６日提出 

                 横浜市長 山 中 竹 春 

横浜市条例（番号） 

   横浜国際港都建設事業旧上瀬谷通信施設地区土地区画整 

理事業施行条例 

目次 

第１章 総則（第１条―第５条） 

第２章 費用の負担（第６条） 

第３章 保留地の処分方法（第７条・第８条） 

第４章 土地区画整理審議会（第９条―第16条） 

第５章 地積の決定の方法（第17条―第19条） 

第６章 評価（第20条―第22条） 

第７章 清算（第23条―第28条） 

第８章 雑則（第29条―第31条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この条例は、土地区画整理法（昭和29年法律第 119 号。以

下「法」という。）第３条第４項の規定により横浜市が施行する

旧上瀬谷通信施設地区の土地区画整理事業に関し、法第53条第２
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項に規定する事項その他必要な事項を定めるものとする。 

（事業の名称） 

第２条 前条の土地区画整理事業の名称は、横浜国際港都建設事業

旧上瀬谷通信施設地区土地区画整理事業（以下「事業」という。

）とする。 

（施行地区に含まれる地域） 

第３条 事業の施行地区に含まれる地域は、横浜市旭区上川井町並

びに瀬谷区北町、瀬谷町及び中屋敷三丁目の各一部とする。 

（事業の範囲） 

第４条 事業の範囲は、法第２条第１項及び第２項に規定する事業

とする。 

（事務所の所在地） 

第５条 事業の事務所は、横浜市中区横浜市役所内に置く。 

２ 前項の事務所のほか、特定の事務を処理するために必要な事務

所を置くことができる。 

第２章 費用の負担 

（費用の負担） 

第６条 事業に要する費用は、次に掲げるものをもって充てるほか

、横浜市が負担する。 

(1) 法第96条第２項の規定により定めた保留地（以下「保留地」

という。）の処分金 

(2) 法第 121 条の規定による国の補助金 

(3) その他負担金等 

 第３章 保留地の処分方法 

 （保留地の処分方法） 
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第７条 保留地の処分は、一般競争入札、指名競争入札又は公開抽

選の方法によるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当するときは、随

意契約によることができる。 

(1) 入札希望者又は公開抽選の申込者がないとき。 

(2) 入札が不成立のとき、又は入札に付しても落札者が決定しな

いとき。 

(3) 落札者が契約を締結しないとき。 

(4) 契約の性質又は目的により前項に規定する処分の方法による

ことが適当でないと市長が認めるとき。 

（保留地の処分価格） 

第８条  保留地は、市長がその位置、地積、土質、水利、利用状況

、環境等を総合的に考慮し、法第65条第１項の規定により選任さ

れた評価員（以下「評価員」という。）の意見を聴いて定めた予

定価格を下らない価格をもって処分するものとする。 

２ 市長は、経済的変動その他相当な理由により必要があると認め

るときは、評価員の意見を聴いて前項の規定により定めた予定価

格を変更することができる。 

第４章 土地区画整理審議会 

（審議会の名称） 

第９条 法第56条第１項の規定により設置する土地区画整理審議会

の名称は、横浜国際港都建設事業旧上瀬谷通信施設地区土地区画

整理審議会（以下「審議会」という。）とする。 

（委員の定数） 

第10条 審議会の委員（以下「委員」という。）の定数は、20人と
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する。 

２ 前項に規定する委員の定数のうち、法第58条第１項の規定によ

り施行地区内の宅地の所有者（以下「宅地所有者」という。）及

び施行地区内の宅地について借地権を有する者（以下「借地権者

」という。）がそれぞれのうちから各別に選挙する委員の数の合

計は、16人とする。 

３ 第１項に規定する委員の定数のうち、法第58条第３項の規定に

より市長が土地区画整理事業について学識経験を有する者から選

任する委員の定数は、４人とする。 

（委員の任期） 

第11条 委員の任期は、５年とする。 

（立候補制） 

第12条 選挙すべき委員は、候補者のうちから選挙する。 

２ 土地区画整理法施行令（昭和30年政令第47号。以下「令」とい

う。）第22条第３項の規定により確定した選挙人名簿に記載され

た者（以下「選挙人」という。）は、同条第１項の規定による公

告があった日から10日以内に、立候補届を市長に提出して候補者

となり、又は他の選挙人の承諾を得て立候補推薦届を市長に提出

してその選挙人を候補者とすることができる。 

（予備委員） 

第13条 審議会に、宅地所有者から選挙される委員及び借地権者か

ら選挙される委員についての予備委員をそれぞれ置く。 

２ 予備委員の数は、それぞれ宅地所有者から選挙すべき委員の数

又は借地権者から選挙すべき委員の数の半数以内で市長が定める

。ただし、選挙すべき委員の数が１人の場合は、１人とする。 
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３ 予備委員は、委員の選挙において、当選人を除いて、次条に規

定する数以上の得票を得た者のうち得票数の多い者から順次定め

るものとし、得票数が同じであるときは、市長がくじで定める。 

４ 市長は、前項の規定により予備委員を定めた場合においては、

予備委員となった者にその旨を通知するとともに、令第35条第５

項の規定による公告と併せて予備委員の氏名及び住所（法人にあ

っては、その名称及び主たる事務所の所在地）並びに委員に補充

すべき順位を公告するものとする。 

５ 第３項の規定により予備委員として定められた者は、前項の公

告があった日において、予備委員としての地位を取得するものと

する。 

６ 委員について、令第35条第２項の規定により当選人を定めた場

合において、その当選人となった者及び既に予備委員である者を

除き、次条に規定する数以上の得票があった者があるときは、第

３項及び第４項の規定により予備委員を新たに定めることができ

る。 

７ 法第58条第１項の規定により選挙された委員に欠員を生じた場

合においては、第３項の規定による委員に補充すべき順位に従い

、順次予備委員をもって補充するものとする。 

（当選人又は予備委員となるために必要な得票数） 

第14条 当選人又は予備委員となるために必要な得票数は、当該選

挙において宅地所有者及び借地権者からそれぞれ選挙すべき委員

の数でその選挙におけるそれぞれの有効投票の総数を除して得た

数の５分の１以上の数とする。 

（委員の補欠選挙） 
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第15条 宅地所有者から選挙された委員又は借地権者から選挙され

た委員の欠員が、それぞれの定数の３分の１を超えるに至った場

合において、補充すべき予備委員がいないときは、それぞれの委

員の補欠選挙を行うものとする。 

（学識経験委員の補充） 

第16条 学識経験を有する者のうちから選任した委員に欠員を生じ

た場合においては、市長は、速やかに、補欠の委員を選任する。 

第５章 地積の決定の方法 

（基準地積の決定） 

第17条 換地計画を定めるときの基準となる従前の宅地各筆の地積

（以下「基準地積」という。）は、この条例の施行の日（以下「

施行日」という。）現在における不動産登記法（平成16年法律第

123 号）第２条第９号に規定する登記簿に登記されている地積（

以下「登記地積」という。）とし、施行日現在において登記され

ていない宅地については、市長が実測した地積（0.01平方メート

ル未満の端数があるときは、これを切り捨てた地積）とする。 

（基準地積の更正等） 

第18条 宅地所有者は、前条の登記地積が事実に相違すると認める

ときは、施行日から60日以内に、次に掲げる書類を添えて、市長

に基準地積の更正を申請することができる。この場合において、

その者の所有する宅地が２筆以上にわたり連続しているときは、

その全部について申請しなければならない。 

(1) 宅地の境界について、隣接する宅地の所有者の同意があるこ

とを証する書面 

(2) 宅地の実測図 
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(3) 隣接する宅地の地積及び所有者の氏名を記入した見取図 

(4) 隣接する宅地との境界標識の種別、境界点の位置及び境界点

間の距離を記入した境界表示図 

２ 前項の規定による申請があったときは、市長は、申請人の立会

いを求めて、当該申請に係る宅地の地積を実測等により確認して

、前条の登記地積が事実に相違していると認めるときは、その基

準地積を更正しなければならない。この場合において、実測に当

たり必要があるときは、その宅地の関係土地所有者の立会いを求

めることができる。 

３ 市長は、前条の基準地積が明らかに事実に相違すると認める場

合は、その宅地の所有者及び関係土地所有者の立会いを求めて、

その宅地の地積を実測して、その基準地積を更正することができ

る。 

４ 前２項の場合において、市長が実測した地積に0.01平方メート

ル未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 

５ 前条又は第２項若しくは第３項の場合において、次の各号のい

ずれかに該当する宅地については、当該各号に掲げる地積（0.01

平方メートル未満の端数があるときは、これを切り捨てた地積）

を市長が実測した地積とみなして基準地積とし、又は基準地積を

更正することができる。 

(1)  施行日現在において登記されていない国又は地方公共団体の

所有する宅地 国又は地方公共団体の財産台帳に記載された地

積又は公図から求積した地積 

(2)  施行日後に登記地積が更正された宅地 当該更正された登記

地積 
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(3)  施行日後に裁判上の判決、調停、和解等により地積が確定し 

た宅地 当該確定した地積 

(4)  国土調査法（昭和26年法律第 180 号）第２条第１項第３号に

定める地籍調査（同法第19条第５項の指定を受けたものを含む

。）が実施された宅地 当該地籍調査の成果に基づく実測地積 

(5)  登記所備付けの地積測量図により実測地積が確認できる宅地 

当該実測地積 

６ 市長は、施行地区を適当と認める区域に分割し、各区域につい

て実測した宅地の地積とその区域内の基準地積を合計した地積と

の間に差異がある場合は、その差異に係る地積を区域内の基準地

積にあん分して、基準地積を更正しなければならない。 

７ 前項の規定によりその差異に係る地積をあん分すべき宅地は、

次に掲げる宅地以外の宅地とする。 

 (1)  前条又は第２項若しくは第３項の規定による実測の結果、地 

積の定まった宅地 

(2)  第５項の規定により同項各号に掲げる地積を市長が実測した

地積とみなした宅地 

８ 施行日後に分割した宅地の分割後の宅地各筆の基準地積は、分

割前の宅地の基準地積を分割後の宅地各筆の登記地積にあん分し

て得た地積とする。ただし、分割後の一部の宅地が実測地積であ

る場合は、その実測地積をもって当該宅地の基準地積とし、分割

前の基準地積からその実測地積を差し引いた地積を他の宅地の基

準地積とする。 

（所有権以外の権利の目的となる宅地の地積） 

第19条 換地計画を定めるときの基準となる従前の宅地について存
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する所有権以外の権利の目的となる宅地の地積は、その登記地積

又は法第85条第１項の規定による申告に係る地積（地積の変更に

ついて同条第３項の規定による届出があったときは、その変更後

の地積）とする。ただし、その地積が当該権利の存する宅地の基

準地積に符合しないときは、市長がその基準地積の範囲内で定め

た地積をもって、その権利の目的となる宅地の地積とする。 

第６章 評価 

（評価員の定数） 

第20条 評価員の定数は、３人とする。 

（宅地の評価） 

第21条 従前の宅地及び換地の価額は、市長がその位置、地積、土

質、水利、利用状況、環境等を総合的に考慮し、評価員の意見を

聴いて定める。 

（権利の評価） 

第22条 所有権以外の権利（地役権を除く。以下同じ。）の存する

宅地についての所有権及び所有権以外の権利の価額は、当該宅地

の価額にそれぞれの権利価格の割合を乗じて得た額とする。 

２ 前項の権利価格の割合は、市長が前条の価額、賃貸料、位置、

土質、水利、利用状況、環境等を総合的に考慮し、評価員の意見

を聴いて定める。 

第７章 清算 

（清算金の算定） 

第23条 換地計画において定める清算金の額は、従前の宅地の価額

の総額に対する換地の価額の総額の比を従前の宅地又はその上に

存する権利の価額に乗じて得た額と当該宅地に対する換地又はそ
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の換地について定められた権利の価額との差額とする。 

（換地を定めない宅地等の清算金） 

第24条 法第90条、第91条第４項、第92条第３項又は第95条第６項

の規定により換地又は所有権以外の権利の目的となるべき宅地の

全部又は一部を定めないで金銭で清算する場合における清算金の

額は、従前の宅地の価額又は従前の宅地の所有権及び所有権以外

の権利の価額に前条の比を乗じて得た価額とする。 

（清算金の相殺） 

第25条 清算金を交付すべき場合において、その交付を受けるべき

者から徴収すべき清算金があるときは、その者から徴収すべき清

算金とその者に交付すべき清算金とを相殺する。 

（清算金の分割徴収又は分割交付） 

第26条 市長は、徴収すべき清算金又は交付すべき清算金の総額（

前条の規定により清算金を相殺した場合は、相殺後の金額をいう

。以下同じ。）が50,000円以上である場合は、別表に定めるとこ

ろにより分割徴収し、又は分割交付することができる。ただし、

当該清算金を納付すべき者の資力が乏しいため、当該清算金を５

年以内に納付することが困難であると認められるときは、分割徴

収する期限を10年以内とすることができる。 

２ 前項の場合において、分割徴収し、又は分割交付する期限は、

第１回の徴収し、又は交付すべき期限の翌日から起算するものと

する。 

３ 第１項の規定により清算金を分割徴収し、又は分割交付する場

合において、第２回以降の毎回の納付期限又は交付期限は、前回

の納付期限又は交付期限の日から起算してそれぞれ６月を経過し
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た日とする。 

４ 第１項の規定により清算金を分割徴収し、又は分割交付する場

合における第１回の納付額又は交付額は、清算金の総額を分割回

数で除して得た額を下らない額とし、第２回以降の納付額又は交

付額は、利子を合わせて毎回均等とする。 

５ 第１項の規定により清算金を分割徴収する場合において、当該

清算金に付すべき利子の利率は、法第 103 条第４項の規定による

公告があった日までに横浜市が発行した10年償還の市場公募地方

債のうち、最後に発行されたものの券面に記載された利率とする

。ただし、その券面に記載された利率が同項の規定による公告が

あった日の翌日における法定利率を超えるときは、当該法定利率

とする。 

（延滞金） 

第27条 法第 110 条第４項の規定により徴収することができる延滞

金は、当該督促に係る清算金の額（以下「督促額」という。）が

100 円以上である場合に徴収するものとし、その額は、納付すべ

き期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、督促額（ 100 円未

満の端数があるときは、これを切り捨てた額）に年 10.75 パーセ

ントの割合を乗じて計算した額とする。この場合において、督促

額の一部につき納付があったときは、その納付の日以後の期間に

係る延滞金の計算の基礎となる額は、その納付のあった督促額を

控除した額とする。 

２ 前項の延滞金の額に10円未満の端数があるとき、又はその全額

が10円未満であるときは、その端数金額又はその全額は、徴収し

ないものとする。 
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（仮清算金への準用） 

第28条 第23条から前条までの規定は、法第 102 条の規定により仮

清算金を徴収し、又は交付する場合に準用する。 

第８章 雑則 

（所有権以外の権利の申告又は届出の受理の停止） 

第29条 令第55条の２において準用する令第３条の規定による換地

計画の縦覧を行う旨の公告の日から法第86条第１項の規定による

換地計画の決定の日までの間は、法第85条第４項の規定により、

同条第１項の規定による申告又は同条第３項の規定による届出は

、受理しない。 

２ 令第19条の規定による委員の選挙期日の公告の日から起算して

20日を経過した日から令第22条第１項の規定による選挙人名簿の

確定の公告の日までの間は、法第85条第４項の規定により、借地

権についての同条第１項の規定による申告又は同条第３項の規定

による届出は、受理しない。 

（換地処分の時期の特例） 

第30条 市長は、公共施設に関する工事が完了していない場合にお

いても、必要があると認めるときは、法第 103 条第２項ただし書

の規定により換地処分を行うことができる。 

（委任） 

第31条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要

な事項は、市長が定める。 

附 則 

この条例は、規則で定める日から施行する。 

別表（第26条第１項） 
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清  算  金  の  総  額  
分割徴収し、又は  

分割交付する期限  
分 割 の 回 数  

150,000円以上 100,000円未満  ６ 月 以 内     ２    

100,000円以上 200,000円未満  １ 年 以 内     ３    

200,000円以上 300,000円未満  ２ 年 以 内     ５    

300,000円以上 400,000円未満  ３ 年 以 内     ７    

400,000円以上 500,000円未満  ４ 年 以 内     ９    

500,000円以上  ５ 年 以 内     11    

     

   提 案 理 由 

 土地区画整理法第52条第１項及び第53条第１項の規定に基づき、

旧上瀬谷通信施設地区の土地区画整理事業を施行するため、横浜国

際港都建設事業旧上瀬谷通信施設地区土地区画整理事業施行条例を

制定したいので提案する。 
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 参  考  

   土 地 区 画 整 理 法 （ 抜 粋 ） 

（ 施 行 規 程 及 び 事 業 計 画 の 決 定 ） 

第 52 条  都 道 府 県 又 は 市 町 村 は 、 第 ３ 条 第 ４ 項 の 規 定 に よ り 土 地 区

画 整 理 事 業 を 施 行 し よ う と す る 場 合 に お い て は 、 施 行 規 程 及 び 事

業 計 画 を 定 め な け れ ば な ら な い 。 こ の 場 合 に お い て 、 そ の 事 業 計

画 に お い て 定 め る 設 計 の 概 要 に つ い て 、 国 土 交 通 省 令 で 定 め る と

こ ろ に よ り 、 都 道 府 県 に あ っ て は 国 土 交 通 大 臣 の 、 市 町 村 に あ っ

て は 都 道 府 県 知 事 の 認 可 を 受 け な け れ ば な ら な い 。 

   （ 第 ２ 項 省 略 ） 

 （ 施 行 規 程 ） 

第 53 条  前 条 第 １ 項 の 施 行 規 程 は 、 当 該 都 道 府 県 又 は 市 町 村 の 条 例

で 定 め る 。 

   （ 第 ２ 項 省 略 ） 
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